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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送信信号を増幅する電力増幅器と、
　前記電力増幅器の出力が指定された送信電力設定値となるようにフィードバックをかけ
るフィードバック回路とを有し、
　前記フィードバック回路は、
　　前記電力増幅器で増幅された送信信号の電力の一部を検波して得られる電力値と前記
指定された送信電力設定値との誤差を検出する誤差検出手段と、
　　所定の部位における温度を測定し、一定の量の温度変化が検出された場合にタイミン
グ信号を出力する温度測定部と、
　　第１のループゲイン値と該第１のループゲイン値より大きな第２のループゲイン値を
保持し、前記温度測定部から前記タイミング信号が供給されると、前記第２のループゲイ
ン値を所定の期間にわたって出力し、該所定の期間以外は、前記第１のループゲイン値を
出力するループゲイン生成手段と、
　　前記誤差検出手段にて検出された誤差に前記ループゲイン生成手段から出力されたル
ープゲイン値を乗算し、該乗算結果である誤差値を出力するループゲイン乗算部と、
　　前記ループゲイン乗算部から出力された誤差値を積分して前記フィードバックの量を
生成するフィードバック量生成部と、を有する移動体通信機器。
【請求項２】
　前記所定の部位が、前記電力増幅器が設けられた部位である、請求項１に記載の移動体
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通信機器。
【請求項３】
　送信信号を増幅する電力増幅器の出力が指定された送信電力設定値となるようにフィー
ドバックをかける送信電力制御方法であって、
　前記電力増幅器により増幅された送信信号の電力の一部を検波して電力値を得る第１の
ステップと、
　前記第１のステップで得られた電力値と前記指定された送信電力設定値との誤差を検出
する第２のステップと、
　所定の部位における温度を測定して一定の温度変化を検出する第３のステップと、
　第１のループゲイン値および該第１のループゲイン値より大きな第２のループゲイン値
を保持し、前記第３のステップで一定の温度変化が検出されると、前記第２のループゲイ
ン値を所定の期間にわたって出力し、該所定の期間以外は、前記第１のループゲイン値を
出力する第３のステップと、
　前記第２のステップで検出された誤差に前記第３のステップで出力されたループゲイン
値を乗算し、該乗算結果である誤差値を積分して前記フィードバックの量を生成する第４
のステップと、を含む送信電力制御方法。
【請求項４】
　前記所定の部位が、前記電力増幅器が設けられた部位である、請求項３に記載の送信電
力制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動体通信システムの移動局、例えば携帯電話機や携帯情報端末（ＰＤＡ）
などの移動体通信機器およびその送信電力制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　移動体通信システムにおいて採用されている多元接続方式の１つにＣＤＭＡ(Code Divi
sion Multiple Access：符号分割多元接続)方式がある。このＣＤＭＡ方式では、複数の
移動局と基地局との間で、同じ周波数を使用した情報伝送が行われる。この場合、各移動
局が一定の送信電力で電波を送信すると、基地局の近くに居る移動局からの電波に比べて
、基地局から離れている移動局からの電波の方が、基地局到達時における受信電力が小さ
くなってしまうために、基地局から離れた場所にある移動局からの電波が他の電波の影響
を強く受けて通信品質が劣化する、いわゆる遠近問題と呼ばれる現象が生じる。この遠近
問題を解消するために、各移動局では、基地局側に到達する電力が一定になるように自局
において厳密な送信電力制御が行われる。この送信電力制御により、各移動局の通信チャ
ネル間干渉を低減し、周波数の利用効率を向上させている。
【０００３】
　最近注目を浴びている広帯域ＣＤＭＡ(W-CDMA)方式では、送信電力の最大許容値や精度
が決められている。具体的には、Ｗ－ＣＤＭＡ方式における送信電力制御では、「1dB st
ep」制御（１回の制御ステップ幅が１ｄＢであることを意味する）で、広い送信電力制御
範囲が要求される。このような事情から、送信電力の最大許容値や精度をより高くするこ
とのできる送信電力制御手法が求められている。
【０００４】
　一般に、送信電力制御を行う場合、電力増幅器（power amp)の入出力特性（入力電力対
出力電力の特性）のリニアリティの関係から、高出力状態における送信電力の絶対精度が
悪くなる。そこで、送信電力制御範囲が広く、かつ、高精度の電力制御を行うことができ
る様々な方式が考案されている。そのひとつに、ＡＰＣ(Automatic Power Control：自動
電力制御)やＡＬＣ(Automatic Level Control：自動レベル制御)等の名称で知られている
、フィードバック系を備える送信電力制御方式がある（特許文献１、２参照）。このフィ
ードバック系における送信電力制御では、送信信号を増幅する電力増幅器の出力が指定さ
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れた送信電力設定値となるようにフィードバックをかける。例えば、デジタル処理が行わ
れるフィードバック系においては、送信電力を検波測定し、その検波結果と送信電力設定
値とを比較することにより送信電力誤差を求める。そして、その求めた送信電力誤差に所
定のループゲイン値を乗算して誤差値を求め、その求めた誤差値を積分することでフィー
ドバック量を算出する。こうして算出したフィードバック量を送信電力調整として反映す
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平11-308126号公報
【特許文献２】特開平07-307631号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上述した従来の送信電力制御手法には、以下のような問題がある。
【０００７】
　デジタル処理が行われるフィードバック系において、ループゲイン値を大きくすると、
１回のフィードバック量が大きくなるために、より短時間で送信電力値を設定値に収束さ
せることが可能となるが、その反面、制御遅延などにより、収束せずに発振してしまう、
という問題を生じる。一方、ループゲイン値を小さくすると、１回のフィードバック量が
小さくなるため、発振の問題は生じないが、その反面、収束に要する時間が長くなる、と
いう問題を生じる。加えて、デジタル処理に伴うフィードバック値の演算誤差（丸めによ
る切捨て誤差。以下、単に丸め誤差という。）の影響とＰＡや検波器などの温度特性の影
響との相乗によって、送信電力誤差があるにもかかわらず、フィードバックによる適切な
誤差修正がなされない、という問題を生じる。
【０００８】
　以下、丸め誤差の影響と温度特性の影響との相乗による問題について詳細に説明する。
【０００９】
　送信電力の検波には、一般にダイオード検波が用いられる。このダイオード検波による
送信電力の測定では、送信電力波形の振幅を検波するため、測定結果である検波電圧値は
真値(電圧)となる。通常、送信電力設定値は、電力の単位である「ｄＢ」で与えられるた
め、フィードバック系は「ｄＢ」を基準とする回路構成とされる。このような回路構成に
おいては、検波電圧値を電力値（ｄＢ）に変換するための変換用テーブルが使用される。
この変換用テーブルは、通常、温度変化の影響を受けないような状態、具体的には無線送
信機の温度が安定した状態で、ダイオード特性を測定し、この測定結果に基づいて、実際
に検波された電圧値と送信電力値の相関関係を決定することで作成される。
【００１０】
　上記の変換用テーブルを使用するフィードバック系においては、特にＰＡの温度特性の
影響を受ける。送信開始と同時に多くの電流がＰＡに流れ始めるために、ＰＡでは、自身
の発熱によりその温度が上昇する。このＰＡの温度上昇は、送信開始直後が最も大きく、
その後は、時間の経過とともに収まって、ＰＡの温度は一定になる。変換用テーブルは、
このＰＡの温度が一定となった状態で作成される。
【００１１】
　ＰＡは、動作温度が低い状態では出力が高くなり、動作温度が高い状態では出力が低く
なる、という半導体特性を有するため、送信開始後は、ＰＡの動作温度の上昇に伴ってそ
の出力である送信電力値が除々に低下する、といった現象が生じる。ＰＡの出力を一定に
するためには、動作温度の上昇に伴ってＰＡの入力を増加させる必要があるが、従来は、
そのような温度上昇に伴うＰＡの入力の増加はなされていない。このため、送信開始後か
らＰＡの温度が安定するまでの期間においては、上記の変換用テーブルを用いて変換され
た電力値に、ＰＡの温度特性の影響による誤差が含まれることとなり、この誤差と丸め誤



(4) JP 4655158 B2 2011.3.23

10

20

30

40

50

差との相乗によって、誤差値（フィードバック量）が誤ってゼロになってしまうことがあ
った。フィードバック系では、誤差値が一度ゼロになってしまうと、その後は、フィード
バック量が累積されなくなって誤差が反映されなくなるため、正しいフィードバック制御
が行われずに、誤った送信電力で送信信号が送出されてしまう、という問題が生じる。
【００１２】
　なお、特許文献１には、複数のループゲインを保持し、収束時間を短くするための高速
モードと制御精度を高めるための高精度モードとの間でモードの切り替えを行うようにし
たものが提案されている。しかし、この場合においても、モードを静的に切り替えて利用
するようになっているため、ＰＡの温度特性等に考慮がなされておらず、上記の丸め誤差
の影響とＰＡの温度特性の影響との相乗による問題が生じる。
【００１３】
　また、変換用テーブル（真値（電圧）－電力）として、温度毎の特性によるテーブルを
複数用意することが考えられる。具体的には、－２５度～０度～２５度～５０度の４段階
に分けて変換用テーブルを作成して、測定温度毎にテーブルを切り替える方法が考えられ
る。しかし、この場合は、テーブルの数が増えた分だけ回路規模が大きくなる、という問
題を生じる。また、テーブルの切り替え時における送信電力値の不連続性のために、制御
がより難しくなるという欠点もある。
【００１４】
　本発明の目的は、上述した問題を解決し、簡単な回路構成で、高精度に電力制御を行う
ことができ、かつ、収束時間を短縮することのできる、移動体通信機器および送信電力制
御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記目的を達成するため、本発明の移動体通信機器は、送信信号を増幅する電力増幅器
と、前記電力増幅器の出力が指定された送信電力設定値となるようにフィードバックをか
けるフィードバック回路とを有し、前記フィードバック回路は、前記電力増幅器で増幅さ
れた送信信号の電力の一部を検波して得られる電力値と前記指定された送信電力設定値と
の誤差を検出する誤差検出手段と、所定の部位における温度を測定し、一定の量の温度変
化が検出された場合にタイミング信号を出力する温度測定部と、第１のループゲイン値と
該第１のループゲイン値より大きな第２のループゲイン値を保持し、前記温度測定部から
前記タイミング信号が供給されると、前記第２のループゲイン値を所定の期間にわたって
出力し、該所定の期間以外は、前記第１のループゲイン値を出力するループゲイン生成手
段と、前記誤差検出手段にて検出された誤差に前記ループゲイン生成手段から出力された
ループゲイン値を乗算し、該乗算結果である誤差値を出力するループゲイン乗算部と、前
記ループゲイン乗算部から出力された誤差値を積分して前記フィードバックの量を生成す
るフィードバック量生成部と、を有することを特徴とする。
【００１６】
　本発明の送信電力制御方法は、送信信号を増幅する電力増幅器の出力が指定された送信
電力設定値となるようにフィードバックをかける送信電力制御方法であって、前記電力増
幅器により増幅された送信信号の電力の一部を検波して電力値を得る第１のステップと、
前記第１のステップで得られた電力値と前記指定された送信電力設定値との誤差を検出す
る第２のステップと、所定の部位における温度を測定して一定の温度変化を検出する第３
のステップと、第１のループゲイン値および該第１のループゲイン値より大きな第２のル
ープゲイン値を保持し、前記第３のステップで一定の温度変化が検出されると、前記第２
のループゲイン値を所定の期間にわたって出力し、該所定の期間以外は、前記第１のルー
プゲイン値を出力する第３のステップと、前記第２のステップで検出された誤差に前記第
３のステップで出力されたループゲイン値を乗算し、該乗算結果である誤差値を積分して
前記フィードバックの量を生成する第４のステップと、を含むことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
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　以上のとおり、本発明によれば、従来に比べて、収束時間を短くすることができるとと
もに、温度特性による誤差の影響を少なくし、送信電力の絶対精度を確保することができ
る、という効果がある。
【００１８】
　また、フィードバック系にある制御遅延による発振現象が起こり難い構成を提供するこ
とができる、という効果がある。
【００１９】
　さらに、既存の回路に、定期的にループゲイン値を切り替える回路を追加するだけで済
むので、シンプルな構成で実現することができる、という効果がある。
【００２０】
　また、ＰＡの温度特性などを意識した回路構成にする必要がなくなるので、設計上の自
由度が向上する、という効果がある。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の第１の実施形態である移動体通信機器の概略構成を示すブロック図であ
る。
【図２】図１に示す移動体通信機器において用いられるタイミング信号の一例を示す模式
図である。
【図３】図１に示す移動体通信機器と従来のものとの送信電力出力に関する比較結果を示
す図である。
【図４】図１に示す移動体通信機器と従来のものとの送信電力誤差算出に関する比較結果
を示す図である。
【図５】本発明の第２の実施形態である移動体通信機器の概略構成を示すブロック図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　次に、本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【００２３】
　（実施形態１）
　 図１は、本発明の第１の実施形態である移動体通信機器の概略構成を示すブロック図
である。この移動体通信機器は、多元接続方式、特にＷ－ＣＤＭＡ方式を採用する移動通
信システムの移動局（例えば携帯電話機やＰＤＡ）として用いられるものであって、その
送信電力制御部は、信号変調部１０１、可変利得制御増幅器(ＧＣＡ：Gain Control AMP)
１０２、方向性分波器１０４およびアンテナ１０５からなる基本的な送信回路にフィード
バック系を組み入れた構成となっている。フィードバック系は、電力増幅器（ＡＰ）１０
３、検波器１０６、検波値変換部１０７、誤差検出部１０８、ループゲイン乗算部１０９
、ループゲイン生成部１１０、フィードバック量生成部１１１、制御量加算部１１２、送
信電力指定部１１３、タイミング部１１４および制御値変換部１１５からなる。
【００２４】
　信号変調部１０１は、通信すべきデータを無線に適した形に変調処理するものである。
Ｗ－ＣＤＭＡ方式の場合の変調処理には、通信するデータの誤り訂正符号化、拡散変調、
フィルタリング処理などが含まれるが、これらの処理は、周知のものであり、本発明の特
徴ではないので、その説明は省略する。信号変調部１０１で変調された送信信号は、ＧＣ
Ａ１０２、ＡＰ１０３および方向性分波器１０４を介してアンテナ１０５に供給される。
【００２５】
　ＧＣＡ１０２は、入力された制御値に応じて、信号変調部１０１から出力される送信信
号の送信電力増幅利得を可変制御する。ＡＰ１０３は、ＧＣＡ１０２の出力（送信電力増
幅利得の制御が行われた送信信号）を増幅する。方向性分波器１０４は１入力２出力のも
のであって、入力された送信信号の電力の一部がフィードバック系に供給される。アンテ
ナ１０５は、入力された送信信号の電力に応じた電波を放射する。
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【００２６】
　検波器１０６は、方向性分波器１０４の他方の出力（送信信号）が供給されており、そ
の供給された送信信号の送信電力を、一定周期でダイオード検波する。検波器１０６の出
力は、検波値変換部１０７を介して誤差検出部１０８の一方の入力に供給されている。検
波値変換部１０７は、検波器１０６で検波された電圧値を電力値に変換する。
【００２７】
　誤差検出部１０８の他方の入力には、送信電力指定部１１３から送信電力設定値が供給
されている。誤差検出部１０８は、この送信電力指定部１１３からの送信電力設定値と検
波値変換部１０７にて変換された電力値とを比較し、その比較結果である送信電力誤差を
ループゲイン乗算部１０９の一方の入力に供給する。
【００２８】
　ループゲイン乗算部１０９の他方の入力には、ループゲイン生成部１１０からループゲ
イン値が供給されている。ループゲイン乗算部１０９は、誤差検出部１０８から供給され
た送信電力誤差に、ループゲイン生成部１１０から供給されたループゲイン値を乗算し、
その乗算結果である誤差値をフィードバック量生成部１１１に供給する。ループゲイン生
成部１１０は、大きさの異なる少なくとも２つのループゲイン値を持ち、これらループゲ
イン値をタイミング部１１４から供給されるタイミングで択一的に切り替えて出力する。
タイミング部１１４は、ループゲイン値の切り替えタイミングとして定期的なタイミング
を生成する。
【００２９】
　フィードバック量生成部１１１は、ループゲイン乗算部１０９から供給された誤差値を
積分することで、ＧＣＡ１０２の制御値となる送信電力設定値へフィードバックする量を
演算する。このフィードバック量は、制御量加算部１１２の一方の入力に供給されている
。制御量加算部１１２の他方の入力には、送信電力指定部１１３から送信電力設定値が供
給されている。送信電力指定部１１３は、外部より供給される送信電力制御情報に応じて
送信電力設定値（ｄＢ値）を指定する。送信電力制御情報は、移動通信システムにおいて
、基地局が移動局に対して送信する送信電力制御情報である。一般に、基地局は、各移動
局から受信する電波の電力が一定になるように各移動局へ送信電力制御情報を送信するよ
うになっている。この送信電力制御情報の送信は、周知のことであり、本発明の特徴では
ないので、その説明は省略する。送信電力指定部１１３で指定された送信電力設定値は、
制御量加算部１１２および誤差検出部１０８のそれぞれに供給されている。
【００３０】
　制御量加算部１１２は、送信電力指定部１１３から供給された送信電力設定値にフィー
ドバック量生成部１１１から供給されたフィードバック量を加算し、その加算結果である
電力値（ｄＢ）を制御値変換部１１５に供給する。制御値変換部１１５は、制御量加算部
１１２から供給された電力値（ｄＢ）を制御値(電圧値)に変換してＧＣＡ１０２に供給す
る。
【００３１】
　次に、本実施形態の移動体通信機器の動作を具体的に説明する。なお、送信変調部１０
１からアンテナ１０５までの送信回路における送信動作は、よく知られたものであり、本
発明の特徴ではないので、ここではその説明は省略する。
【００３２】
　まず、送信回路での送信動作が開始される。送信動作開始時は、フィードバック系およ
びＧＣＡ１０２はともに初期状態（リセットされた状態）にあるため、信号変調部１０１
にて変調された送信信号は、ＧＣＡ１０２をそのまま通過してＰＡ１０３にて増幅される
。この増幅された送信信号は、方向性分波器１０４を介してアンテナ１０５に供給される
。アンテナ１０５では、その供給された送信信号の電力応じた電波が放射される。こうし
て放射された電波が基地局にて受信されると、基地局から送信電力制御情報が送られて来
る。この送信電力制御情報は不図示の受信部にて受信されて、当該移動体通信機器に供給
される。送信電力制御情報が供給されると、以下のような手順で、フィードバック系を介
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した送信電力制御が開始される。
【００３３】
　基地局から受信した送信電力制御情報は、送信電力指定部１１３に供給される。送信電
力指定部１１３では、その供給された送信電力制御情報に基づいて送信電力が指定される
。例えば、送信電力指定部１１３は、「２４ｄＢｍ」といった送信電力設定値を指定する
。この指定された送信電力設定値は、制御量加算部１１２および誤差検出部１０８のそれ
ぞれに供給される。
【００３４】
　一方で、アンテナ１０５に供給される送信信号の送信電力の一部が、方向性分波器１０
４を介して検波器１０６に供給される。検波器１０６では、方向性分波器１０４から供給
された送信電力についてダイオードによる包絡線検波が行われる。この検波器１０６の出
力（電圧値）は、検波値変換部１０７にて電力値に変換される。例えば、検波器１０６の
出力（電圧値）が「１．８４Ｖ」である場合、検波値変換部１０７では、「２４．９３ｄ
Ｂｍ」といった送信電力値に変換される。通常、検波値変換部１０７における変換には、
予め用意されている、電圧値と送信電力値の相関関係を示す変換用テーブルを用いる。な
お、電圧値と送信電力値の関係は、主に検波に使用するダイオードの特性に依存すること
から、変換用テーブルは、温度特性に影響されないような状態、例えば、当該移動体通信
機器の温度（より望ましくは熱源であるＰＡ１０３の温度）が安定した状態で、検波器１
０６のダイオード特性を測定し、この測定結果に基づいて作成することが望ましい。変換
用テーブルは、不図示の保持部に格納され、検波値変換部１０７が、その保持部から変換
用テーブルを取得する。この保持部は、検波値変換部１０７内部に設けられていてもよい
。
【００３５】
　検波値変換部１０７にて変換された送信電力値は、誤差検出部１０８の一方の入力に供
給される。この段階では、送信電力指定部１１３からの送信電力設定値が、誤差検出部１
０８の他方の入力に供給されている。誤差検出部１０８では、送信電力指定部１１３から
の送信電力設定値と検波値変換部１０７からの送信電力値とが比較され、その比較結果で
ある送信電力誤差がループゲイン乗算部１０９に供給される。例えば、送信電力指定部１
１３からの送信電力設定値が「２４．９３ｄＢｍ」で、送信電力指定部１１３からの送信
電力設定値が「２４ｄＢｍ」である場合、誤差検出部１０８は、送信電力誤差として「－
０．９３ｄＢ」を出力する。
【００３６】
　ループゲイン乗算部１０９では、誤差検出部１０８から供給された送信電力誤差にルー
プゲイン生成部１１０から供給されたループゲイン値が乗算され、その乗算結果である誤
差値がフィードバック量生成部１１１に供給される。ループゲイン生成部１１０では、例
えば、第１のループゲイン値として「０．２」を、第２のループゲイン値として「１．０
」を持っており、タイミング部１１４から供給される周期的なタイミングに応じて第１お
よび第２のループゲイン値を切り替えながら出力する。ループゲイン生成部１１０から第
１のループゲイン値「０．２」が供給され、誤差検出部１０８から送信電力誤差として「
－０．９３ｄＢ」が供給された場合は、ループゲイン乗算部１０９は、誤差値として「－
０．１８６ｄＢ」を出力する。ループゲイン生成部１１０から第２のループゲイン値「１
．０」が供給された場合は、ループゲイン乗算部１０９は、誤差検出部１０８から供給さ
れた送信電力誤差「－０．９３ｄＢ」をそのまま出力する。
【００３７】
　フィードバック量生成部１１１では、ループゲイン乗算部１０９から供給された誤差値
を積分することによりフィードバック量が演算され、その演算結果（フィードバック量）
が制御量加算部１１２に供給される。この段階では、制御量加算部１１２には、フィード
バック量生成部１１１からのフィードバック量が一方の入力に、送信電力指定部１１３か
らの送信電力設定値が他方の入力にそれぞれ供給されている。
【００３８】
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　制御量加算部１１２では、送信電力指定部１１３から供給された送信電力設定値に、フ
ィードバック量生成部１１１から供給されたフィードバック量が加算され、その加算結果
である電力値（ｄＢ）が制御値変換部１１５に供給される。制御値変換部１１５では、制
御量加算部１１２から供給された電力値（ｄＢ）が制御値(電圧値)に変換されてＧＣＡ１
０２に供給される。ＧＣＡ１０２では、制御値変換部１１５からの制御値(電圧値)に応じ
て、信号変調器１０１から入力される送信信号の送信電力増幅利得が制御される。
【００３９】
　以上のフィードバック系を介した送信電力制御の動作が、検波器１０６にて送信電力が
検波される度に繰り返し行われる。ここでは、この繰り返しの１周期を１サイクル（また
は、１ステップ）と呼ぶ。
【００４０】
　本実施形態の移動体通信機器の特徴は、上記の送信電力制御の動作の繰り返し過程にお
いて、ループゲイン生成部１１０が、タイミング部１１４からの周期的なタイミングに応
じて、第１および第２のループゲイン値を択一的に選択して出力することにある。第１の
ループゲイン値としては例えば「０．２」といった小さな値が設定され、第２のループゲ
イン値としては例えば「１．０」といった大きな値が設定される。これら第１および第２
のループゲイン値は、ここに挙げた値に限定されるものではなく、適宜変更可能である。
ただし、「第１のループゲイン値」＜「第２のループゲイン値」という条件を満たす必要
がある。
【００４１】
　タイミング部１１４からの周期的なタイミングは、例えば図２に示すようなタイミング
である。この例では、第１のループゲイン値が選択される区間αと第２のループゲイン値
が選択される区間βが交互に周期的に繰り返されるようになっている。区間αと区間βの
時間比率は１：４で、区間αの期間が区間βよりも長い。最初の区間αの始まりが、送信
電力制御の動作開始点に相当する。
【００４２】
　図２に示したタイミングに従えば、ループゲイン生成部１１０では、区間αの期間中は
、第１のループゲイン値である「０．２」が選択され、区間βの期間中は、第２のループ
ゲイン値である「１．０」が選択される。こうして第１のループゲイン値である「０．２
」と第２のループゲイン値である「１．０」とが時間比率４：１の割合で周期的に切り替
えられる。
【００４３】
　第１のループゲイン値である「０．２」が選択されている期間においては、フィードバ
ック量生成部１１１から出力されるフィードバック量が小さくなるため、ＧＣＡ１０２に
おける、送信信号の送信電力増幅利得の可変量がより細かくなる。一方、第２のループゲ
イン値である「１．０」が選択されている期間においては、フィードバック量生成部１１
１から出力されるフィードバック量が大きくなるため、ＧＣＡ１０２における、送信信号
の送信電力増幅利得の可変量が大きくなり、その結果、送信信号の送信電力をより短時間
で送信電力設定値に収束させることができる。本実施形態では、これらの利点をそれぞれ
活かしつつ、ループゲイン値の周期的な切り替えによる以下のような効果を奏する。
【００４４】
　前述の課題の欄で説明したように、フィードバック系において、「１．０」といった大
きなループゲイン値が継続的に与えられると、収束せずに発振することがある。本実施形
態では、ループゲイン値を「１．０」から「０．２」へと周期的に切り替えることで、発
振現象の起こり難くい構造を実現している。
【００４５】
　また、フィードバック系において、「０．２」といった小さなループゲイン値が継続的
に与えられると、送信電力が設定値に収束するまでの時間が長くなる、という問題が生じ
る。加えて、ＰＡの温度特性の影響により、検波される電圧値と変換用テーブルの電力値
（変換値）との相関にずれが生じるため、送信電力設定値に対してある制御誤差を持った
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状態で収束してしまい、制御精度が落ちる、という問題が生じる。本実施形態では、ルー
プゲイン値を「０．２」から「１．０」へと周期的に切り替えることで、収束時間を短く
することができるとともに、送信電力設定値に高精度に収束させることが可能となる。以
下、この効果について、本実施形態のものと従来のものとの比較例を挙げて具体的に説明
する。
【００４６】
　図３に、送信電力出力に関する比較結果を示し、図４に、送信電力誤差算出に関する比
較結果を示す。図３中、曲線Ａ１は、ＡＰＣ機能を持たない場合の送信電力波形であって
、実測でＰＡの温度特性を測定した結果をモデル化したものである（実質的なＰＡの温度
特性曲線）。曲線Ｂ２は、従来のＡＰＣ機能による送信電力波形、曲線Ｃ２は本実施形態
による送信電力波形である。曲線Ｂ２、Ｃ２は、いずれもシミュレーション結果である。
図４中、曲線Ｂ１は、曲線Ｂ２における送信電力誤差の推移、曲線Ｃ１は、曲線Ｃ２にお
ける送信電力誤差の推移をそれぞれ示す。
【００４７】
　曲線Ａ１から分かるように、送信電力（ＰＡの出力）は温度の上昇に伴って徐々に低下
していき、ある程度の時間を経過して温度が一定になると、送信電力（ＰＡの出力）も一
定になる。なお、外気温等の影響、設計誤差、ダイナミックレンジの非線形、出荷際の調
整の誤差等により、送信電力は送信電力設定値とはならない。
【００４８】
　（送信電力設定Ｒ－送信電力検波値）がある一定値以上をとらないと、誤差値がゼロに
なってしまう。一度、誤差値がゼロになってしまうと、誤差が反映されなくなって、送信
電力設定Ｒからずれたままの状態で収束することになる。具体的には、デジタル処理によ
る丸めによる切捨て誤差が、例えば１／３ｄＢとなる場合、（送信電力設定Ｒ－送信電力
検波値）が１／３ｄＢ以下の状態が続くと、送信電力設定Ｒに近づかなくなる。従来のＡ
ＰＣによる送信電力制御（曲線Ｂ２）では、送信開始からＰＡの温度が安定するまでの期
間は、検波される電圧値と変換用テーブルの電力値との相関にずれが生じるために、変換
後の電力値にＰＡの温度特性の影響による誤差が含まれることとなり、その誤差と丸め誤
差とが相乗した形でフィードバック制御が行われる。この状態で、誤差値がある一定値以
下となる状態が続くため、送信電力設定値Ｒに対して制御誤差を持った状態で収束してし
まう。この結果、誤った送信電力で送信信号が送出されてしまう。
【００４９】
　一方、本実施形態による送信電力制御（曲線Ｃ２）では、誤差値がある一定値（例えば
１／３ｄＢ）以下になっても、ループゲイン値が「０．２」から「１．０」に周期的に切
り替えられることで、誤差値が強制的に増大されてフィードバック量が生み出されるので
、誤差値がある一定値（例えば１／３ｄＢ）以下となる状態が続くことはない。よって、
送信電力設定値Ｒに近い値で収束することになり、制御精度は従来のものより高くなる。
【００５０】
　また、本実施形態による送信電力制御（曲線Ｃ２）では、収束に要する時間も従来のも
のより短くなる。これは、周期的にループゲイン値を「１．０」に切り替えてフィードバ
ック量を生み出すことで、ＰＡの入力が増幅されてＰＡの温度特性の影響がある程度抑制
されて、丸め誤差が、ＰＡの温度特性の影響による誤差との相乗によって見えなくなるこ
とが防止されるためである。このように丸め誤差が見えなくなることが防止されることで
、送信電力設定値Ｒに対して丸め誤差の範囲で収束することになるために、その収束時間
は従来のものより短くなる。
【００５１】
　（実施形態２）
　図５は、本発明の第２の実施形態である移動体通信機器の概略構成を示すブロック図で
ある。この移動体通信機器は、図１に示した送信電力制御部の構成において、ループゲイ
ン生成部１１０およびタイミング部１１４に代えて、ループゲイン生成部２１０および温
度測定部２０１を設けたものである。図５中、図１に示したものと同じものには、同じ符
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号を付してある。
【００５２】
　温度測定部２０１は、熱源であるＰＡ１０３が設けられた部位の温度を一定の周期で測
定する温度センサを備えており、今回測定された温度値と前回測定された温度値との差が
所定の値以上となった場合に、温度変化があったと判断してタイミング信号を出力する。
この温度測定部２０１から出力されたタイミング信号は、ループゲイン生成部２１０に供
給される。温度測定の周期は、検波器１０６における検波の周期と同期していてもよく、
また、非同期であってもよい。ここでは、便宜上、温度測定の周期と検波器１０６におけ
る検波の周期が同期しているものとする。
【００５３】
　ループゲイン生成部２１０は、「０．２」といった小さな第１のループゲイン値と「１
．０」といった大きな第２のループゲイン値を保持しており、これらループゲイン値を選
択的に切り替えて出力する。このループゲイン値の切り替えは、温度測定部２０１から供
給されるタイミング信号に基づいて行われる。具体的には、ループゲイン生成部２１０は
、温度測定部２０１からタイミング信号が供給されると、検波器１０６で測定された検波
値と検波値変換部１０７にて使用されている変換用テーブルとの間に温度特性による差が
生じていると判断し、第２のループゲイン値を所定の期間にわたって出力する。所定の期
間は、１制御ステップ（１サイクル）の期間であってもよく、また、２制御ステップ（２
サイクル）以上の期間（但し、発振しない範囲）であってもよい。ここでは、便宜上、所
定の期間を１制御ステップ（１サイクル）の期間として説明する。この所定の期間以外は
、ループゲイン生成部２１０は、第１のループゲイン値を出力する。
【００５４】
　前述の課題の欄で説明したとおり、フィードバック系において、送信開始直後は、温度
が低い状態にあるために、ＰＡ１０３の温度特性により送信電力が高くなる傾向がある。
使用するＰＡの特性にもよるが、実測では、送信開始直後の送信電力Ｐ１とある程度の時
間が経過した後の温度が安定した状態（温度変化が無くなった状態）における送信電力Ｐ
２の測定値の差（Ｐ１－Ｐ２）が０．６ｄＢ～０．４ｄＢ程度あることがわかっている。
このような差があるため、フィードバック系においては、送信電力は温度上昇によって変
動することになる。本実施形態では、熱源であるＰＡ１０３の近くに実装された温度測定
部２０１にて温度が検出されるとともに、その温度検出結果に応じて、ループゲイン生成
部２１０による以下のようなループゲイン値の切り替え動作が行われる。
【００５５】
　送信開始後から温度が安定するまでの期間においては、温度測定部２０１にて、所定の
大きさの温度変化が検出される度に、タイミング信号が出力される。ループゲイン生成部
２１０では、タイミング信号が入力される度に、「１．０」といった第２のループゲイン
値が１制御ステップ（１サイクル）の期間だけ出力される。よって、この期間では、フィ
ードバック量生成部１１１から出力されるフィードバック量が大きくなって、ＧＣＡ１０
２における、送信信号の送信電力増幅利得の可変量が大きくなる。この結果、送信信号の
送信電力をより短時間で送信電力設定値に収束させることができる。また、「１．０」と
いった大きなループゲイン値が選択されて出力されるため、ＰＡの温度特性の影響と丸め
誤差の影響の相乗によってフィードバック量が誤ってゼロになってしまうことが防止され
、その結果、正しいフィードバック制御が行われる。なお、「１．０」といった大きな第
２のループゲイン値が選択されている期間は１制御ステップ（１サイクル）だけであるの
で、この間に発振することはない。
【００５６】
　温度が安定した後は、温度測定部２０１はタイミング信号を出力しないため、ループゲ
イン生成部２１０では、「０．２」といった第１のループゲイン値が選択されて出力され
る。この結果、フィードバック量生成部１１１から出力されるフィードバック量が小さく
なるため、ＧＣＡ１０２における、送信信号の送信電力増幅利得の可変量がより細かくな
る。
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【００５７】
　以上の動作によって、上述した第１の実施形態と同様な作用、効果を奏することができ
る。
【００５８】
　以上説明した第１および第２の実施形態の移動体通信機器において、その構成および動
作は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。
【００５９】
　また、第１および第２の実施形態の構成を組み合せた構成とすることも可能である。例
えば、所定の部位における温度を一定の周期で測定し、今回測定された温度値と前回測定
された温度値との差が一定の値以上となった場合に、所定の期間にわたって、第２のルー
プゲイン値を出力し、所定の期間以外は、第１および第２のループゲイン値を所定の時間
比率で周期的に切り替えて出力する、といった動作を行うような構成とすることが可能で
ある。この構成によれば、第１および第２の実施形態のものに比べて収束時間をさらに短
縮することができる。
【符号の説明】
【００６０】
１０１　信号変調部
１０２　可変利得制御増幅器
１０３　電力増幅器
１０４　方向性分波器
１０５　アンテナ
１０６　検波器
１０７　検波値変換部
１０８　誤差検出部
１０９　ループゲイン乗算部
１１０　ループゲイン生成部
１１１　フィードバック量生成部
１１２　制御量加算部
１１３　送信電力指定部
１１４　タイミング部
１１５　制御値変換部
２０１　温度測定部
２１０　ループゲイン生成部
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